
令和6年度各事業の実績（10月末時点）        岐阜県事業承継・引継ぎ支援センター

新規相談件数 令和6年度実績（10月末） 令和5年度実績（10月末） 増減 令和6年度年間目標件数

第三者承継（譲渡）  １０４件 １０８件 △４件 １７９件

 〃   （譲受） ６９件 ７９件 △１０件  ー 

親族内承継 １１７件 １００件  １７件 １５９件

その他 １１件 １７件 △６件  ―

合計 ３０１件 ３０４件 △3件  ―

成約・完了件数 令和6年度実績（10月末） 令和5年度実績（10月末） 増減 令和6年度年間目標件数

第三者承継（成約） ２６件  ３９件 △１３件  ４０件

親族内承継（完了） ２０件 １２件 ８件 ３０件

合計 ４６件 ５１件 △５件 ７０件

事業承継診断 令和6年度実績（9月末） 令和5年度実績（9月末） 増減 令和6年度年間目標件数

診断件数 （公庫を含む） ３,５５７件 ３,９６６件 △４０９件  ３，８２９件
構成機関から取り次ぎを受け

エリアCOが対応した相談件数
令和6年度実績（10月末） 令和5年度実績（10月末） 増減 令和6年度年間目標件数

相談件数 １８５件 １６２件 ２３件  ２２２件
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令和6年度 新規相談件数 301件の状況（10月末時点）

第三者譲渡

104件
(34.6%)

第三者譲受

69件
(22.9%)

親族内

117件
(38.9%)

その他

11件
(3.7%)

①相談種別

製造業

69件
(22.9%)

サービス業

70件
(23.3%)飲食・宿泊

31件
(10.3%)

建築・土木

37件
(12.3%)

卸小売

61件
(20.3%)

運輸業

7件
(2.3%)

その他

26件
(8.6%)

②業種

3000万円以下

102件
(45.5%)

3000万～１億円以下

54件
(24.1%)

1億～5億円以下

51件
(22.8%)

5億～10億円以下

6件(2.7%)

10億～50億円以下

5件(2.2%)

50億円超

6件
(2.7%)

相談種別では、第三者譲渡が104件

(34.6%)、第三者譲受69件（22.9%)、

親族内が117件(38.9%)となっている。

業種では、サービス業が70件(23.3%)と

最も多く、次いで、製造業が69件

(22.9%)となっている。

売上規模では、3000万円以下が102件(45.5%)

3000万～1億円以下が54件(24.1%)で、

1億円以下で69.6%を占めている。

③売上規模
※売上規模不明

77件を除く(224件)



岐阜地域

81件
(26.9%)

西濃地域

54件
(17.9%)

中濃地域

60件
(19.9%)

東濃地域

51件
(16.9%)

飛騨地域

40件
(13.3%)

その他

15件
(5.0%)

⑥地域別

地域別では、岐阜地域が81件(26.9%)と最も多く、次

いで中濃地域60件(19.9%)となっている。

～39歳

15件
(5.2%)

40代

34件
(11.8%)

50代

48件
(16.7%)

60代

60件
(20.8%)

70代

84件
(29.2%)

80代～

47件
(16.3%)

⑤相談者の年齢
※年齢不明

13件を除く

(288件)

相談者の年齢では、

70代が84件(29.2%)と最も多く、次いで60代が60件(20.8%)と

なっており、60代以上で66.3%を占めている。

～5人

160件
(64.0%)

6～10人

30件
(12.0%)

11～20人

31件
(12.4%)

21人～

29件
(11.6%)

④従業員数
※従業員数不明

51件を除く

(250件)

従業員数では、

5人以下が160件(64.0%)、6人～10人が30件(12%)と

なっており、10人以下で76%を占めている。

金融機関

25件
(8.3%)

公的機関（商工団体等）

204件
(67.8%)

DM
13件
(4.3%)

HP
19件
(6.3%)

その他

40件
(13.3%)

⑦相談紹介

ルート

相談紹介ルートでは、公的機関が204件(67.8%)と最も

多く、次いで金融機関が25件(8.3%)となっている。



令和6年度市町村別相談状況(10月末現在)

第三者

譲渡

第三者

譲受

親族内

承継
その他 製造

サービ

ス

飲食・

宿泊

建築・

土木
卸小売 運輸業 その他

3000

万円

以下

3000

万～１

億円

以下

1億～

5億円

以下

5億～

10億

円以下

10億

～50

億円

以下

50億

円超
不明

金融

機関

公的

機関
DM HP その他 ～5人

6～10

人

11～

20人

21人

～
不明

～39

歳
40代 50代 60代 70代 80代

90歳

～
不明

岐阜市 23 18 8 3 9 19 5 1 12 2 4 14 11 12 1 14 4 27 1 5 15 19 5 9 5 14 5 8 13 10 11 2 3 52 岐阜市

大垣市 7 7 6 1 6 7 3 3 2 9 3 4 1 1 3 1 10 1 6 3 11 2 2 3 3 1 4 7 2 5 1 1 21 大垣市

高山市 10 4 8 2 4 2 1 8 1 4 11 7 4 4 16 1 1 15 2 2 2 1 2 2 6 8 2 2 22 高山市

多治見市 6 3 3 1 4 1 4 1 4 7 2 6 1 2 1 5 1 2 9 多治見市

関市 5 3 8 5 5 2 1 1 2 4 3 3 1 2 3 5 8 1 1 1 8 1 4 3 1 1 1 5 6 2 16 関市

中津川市 7 2 4 1 2 4 5 1 2 1 4 9 2 10 1 1 9 2 1 2 2 1 1 2 6 2 14 中津川市

美濃市 2 2 1 4 1 2 3 4 1 2 2 1 2 2 1 5 美濃市

瑞浪市 11 4 1 4 3 1 4 4 1 1 3 11 16 12 2 1 1 1 6 4 4 1 16 瑞浪市

羽島市 2 2 2 2 2 1 1 2 羽島市

恵那市 5 3 1 1 2 2 1 1 3 1 1 1 2 1 6 1 3 2 2 1 1 2 2 3 8 恵那市

美濃加茂市 1 1 5 2 3 1 1 2 3 2 7 5 1 1 1 1 3 2 7 美濃加茂市

土岐市 1 2 1 1 1 1 2 3 1 1 1 2 1 3 土岐市

各務原市 3 6 3 3 2 3 1 1 2 3 1 3 1 4 2 4 1 1 4 2 2 3 1 4 1 2 4 1 3 1 12 各務原市

可児市 3 3 1 3 1 3 2 2 1 2 1 2 1 1 2 3 1 1 2 2 3 2 7 可児市

山県市 1 1 1 1 1 1 1 1 1 3 2 1 1 2 3 山県市

瑞穂市 1 2 2 1 2 1 2 1 2 1 3 3 瑞穂市

飛騨市 3 1 2 1 1 3 1 4 4 3 1 4 飛騨市

本巣市 2 1 1 1 1 2 1 1 1 1 2 本巣市

郡上市 2 2 10 2 1 4 4 2 1 9 1 2 1 1 1 12 1 10 2 1 1 2 3 7 1 1 14 郡上市

下呂市 4 1 5 3 1 1 2 3 7 2 1 1 8 1 8 1 1 1 2 3 4 10 下呂市

海津市 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 1 1 1 3 海津市

岐南町 1 1 1 1 2 2 1 1 1 1 2 岐南町

笠松町 1 1 1 1 1 1 1 笠松町

養老町 1 1 1 1 1 1 1 養老町

垂井町 1 4 1 2 2 2 2 1 4 1 4 1 1 1 2 1 5 垂井町

関ケ原町 0 関ケ原町

神戸町 1 3 1 2 1 1 1 4 1 5 4 1 1 1 1 1 1 5 神戸町

輪之内町 2 1 1 1 1 1 1 1 3 2 1 2 1 3 輪之内町

安八町 1 2 1 1 1 1 2 3 2 1 1 1 1 3 安八町

揖斐川町 2 3 1 3 1 4 1 1 4 3 2 4 1 5 揖斐川町

大野町 1 2 1 1 1 2 1 3 2 1 2 1 3 大野町

池田町 5 2 1 1 1 2 3 5 4 1 1 2 2 5 池田町

北方町 1 3 1 2 1 2 1 1 3 1 3 1 1 2 1 4 北方町

坂祝町 0 坂祝町

富加町 0 富加町

川辺町 1 1 1 1 1 1 1 川辺町

七宗町 0 七宗町

八百津町 2 1 1 1 1 2 1 1 1 1 2 八百津町

白川町 2 4 2 3 1 2 2 2 6 3 2 1 1 2 2 1 6 白川町

東白川村 0 東白川村

御嵩町 2 1 1 2 1 2 3 1 1 1 1 1 1 3 御嵩町

白川村 4 2 1 1 1 2 1 4 3 1 2 1 1 4 白川村

県外 11 6 1 4 1 1 4 5 1 2 4 4 1 4 6 4 1 3 1 2 11 県外
不明 3 1 2 2 4 4 4 1 3 4 不明

301

総計

相談種別 業種 売上高 情報経路 従業員数 年齢
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